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 Fulfillment period : By March 19, 2026

 Place of Delivery : Tokyo Metro Co., Ltd.

Designated place.

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in tenders are those who

shall ;

 not have had a judgment of in‑

competency made against them.

 not have declared bankruptcy and are

still unable to be reinstated.

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年 10 月３日
日本年金機構本部調達管理部長 木下 敏克

◎調達機関番号 428 ◎所在地番号 13
〇第 64 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 調達等件名及び数量 機構本部における文
書受付・発送等業務 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期間 履行開始日から令和９年４月９
日まで
 履行場所 日本年金機構が指定する場所
 入札方法 入札は、各項目について、１件
（箱、時間）当たりの単価に予定数量を乗じ
て算出した総価にて行う。
 入札参加者は当該業務にかかる経費のほ
か、輸送費、保険料等その他一切の諸経費
を含めた入札金額を見積もるものとする。
 落札決定に当たっては、入札書に記載さ
れた金額に、消費税等に相当する額を加算
した金額（当該金額に１円未満の端数があ
るときは、その端数金額を切り捨てるもの
とする。）をもって落札価格とする。
 入札参加者は、消費税等に係る課税事業
者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額から消費税等に相当す
る金額を控除した金額を入札書に記載する
こと。

 電子入札システムの利用 本案件における
入札手続は電子入札システムにより行う。電
子入札システムの運用及び取扱いは、「日本年
金機構電子入札運用基準」に基づくためあわ
せて確認すること。なお、電子入札システム
により難い者は、日本年金機構が認める場合
に限り、紙入札での参加を認めるものとする。

２ 競争参加資格
 当該契約を締結する能力を有しない者及び
破産者で復権を得ない者に該当しない者であ
ること。ただし、未成年者、被保佐人又は被
補助人であって、契約締結のために必要な同
意を得ている者は除く。
 日本年金機構の調達において、次のいずれ
かに該当し、かつその事実があった後３年（日
本年金機構から競争参加資格停止措置又は厚
生労働省から指名停止の措置を受けている場
合はその期間）を経過していない者でないこ

と。また、その者を代理人、支配人その他の
使用人として使用する者又は入札代理人とし
て使用する者についても、同様とする。
 契約の履行に当たり故意に工事若しくは
製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは
数量に関して不正の行為をしたとき。
 公正な競争の執行を妨げたとき又は公正
な価格を害し若しくは不正の利益を得るた
めに連合したとき。
 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契
約を履行することを妨げたとき。
 監督又は検査の実施に当たり職員の職務
の執行を妨げたとき。
 正当な理由がなくて契約を履行しなかっ
たとき。
 上記により一般競争に参加できないこと
とされている者を契約の締結又は契約の履
行に当たり、代理人、支配人その他の使用
人として使用したとき。

 令和07・08・09年度厚生労働省競争参加資
格（全省庁統一資格）「役務の提供等」のＡの
等級に格付けされ、関東・甲信越地域の競争
参加資格を有する者であること。
 全省庁統一資格にかかる資格審査申請書又
は添付書類に虚偽の事実を記載していないと
認められる者であること。
 当該業務又は類似の業務を相当量完了した
実績を有している者であること。
 当該業務を確実に実施できると証明した者
であること。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。
 その他、入札説明書に定める資格を有する
者であること。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札参加者に要求される事項 この一般競
争に参加する者は、競争参加に必要な書類等
及び入札説明書に示す総合評価のための書類
（提案書）を令和７年10月31日18時00分まで
に提出しなければならない。入札参加者の競
争参加に必要な書類等は日本年金機構におい
て審査するものとし、採用し得ると判断され
た場合の入札書のみを落札決定の対象とす
る。入札参加者は、日本年金機構から当該書
類等に関し説明を求められた場合は、それに
応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札参加者に求
められる義務を履行しなかった者の提出した
入札書、その他入札の条件に違反した入札は
無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 業務を履行できると日
本年金機構が判断した書類及び入札書を提出
した入札参加者であって、日本年金機構が入
札説明書で指定する技術等のうち、必須とし
た最低限の要求をすべて満たしている性能等
を提案した入札参加者の中から、日本年金機
構の予定価格の制限の範囲内であり、入札説
明書に定める総合評価により選定した者を
もって落札者とする。ただし、落札者となる
べき者の入札価格によっては、その者により
当該契約の内容に適合した履行がなされない
おそれがあると認められるとき、又はその者
と契約を締結することが公正な取引の秩序を
乱すこととなるおそれがあって著しく不適当
であると認められるときは、予定価格の制限
の範囲内の価格をもって入札した他の者のう
ち次順位の者を落札者とすることがある。
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。

３ 入札書の提出場所等
 入札説明書の配付方法及び問い合わせ先
日本年金機構ホームページ・調達情報から
ダウンロードすること。 〒1688505 東京
都杉並区高井戸西３５24 日本年金機構
本部調達管理部契約グループ 浅川 七海
電話0353441100 内線（6348）
 業務説明会の日時及び場所
日時：令和７年10月14日 10時00分
場所：オンラインによる実施
※業務説明会への参加を希望する場合は、令
和７年10月８日12時00分までに入札説明書
に記載の方法により参加申込をすること。

 入札書の受領期限 令和７年12月８日18時
00分まで
 開札の日時及び場所 令和７年12月９日13
時30分 東京都杉並区高井戸西３５24
日本年金機構本部１階入札室

 not fall under any of the conditions list‑

ed in item 3ア～サ of the Tender In‑

structions in the past three years.

 not have their company financial con‑

dition been deemed remarkably unsound.

 not belong to a crime syndicate or have

relations with anyone who does.

 have not had suppliers qualification

suspended, according to the companys

supplier qualification regulations, be‑

tween October 21, 2025 and the period of

the tender.

 not be defaulting on national or local

taxes.

 comply with other details requirements

in the tender documentation.

 Time limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 4 : 00 PM October 21, 2025.

 Time limit for Tender and Opening

Tender : 4 : 00 PMNovember 26, 2025.

 Contact point for the notice : Digital In‑

novation Promotion Dept., Corporate Plan‑

ning Headquarters Tokyo Metro Co., Ltd.

3196 Higashi‑Ueno, Taito‑Ku Tokyo
1108614 JAPAN TEL : 0338377033
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